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原子力推進機関であるエネルギー省が
資金的スポンサーのNAS低線量被ばく研究委員会

• 米国市民社会、特に核の被害を受けたコミュニティの間に根強い不信
感がある。

• 核の被害を受けたコミュニティ(the impacted communities)とは、核
実験風下住民、国立研究所など核施設での労働者や近隣住民、ウラン
関連開発労働者、近隣住民、除染作業に従事させられた退役軍人など
が含まれる。

• 実際に被曝の影響を受け、満足に補償も得られていない無数の市民の
声が置き去りにされている。

• 特に先住民保留地での人種差別に基づく、ウラン採掘から放射性廃棄
物の処分場建設のターゲットにされることまで、核実験の風下地域で
あることも含めて、環境不正義が行われてきたことに対する配慮が、
この委員会には欠けているとして、10月28日にたった1日だけ市民側
の意見が聴かれた。



日本における本報告書の位置づけ

BEIR VII Phase 2”, 2006など
NAS報告書が国際基準の策定に
大きな影響を与えている

「正しい科学」になりうる、何
が最新の科学的知見であるのか
は、NASやUNSCEAR報告書に
載っていることが国際的なスタ
ンダードであると捉えられがち
で、各国の法制度に影響が及び、
すなわち、そこに採用（引用）
されるような論文の量産が重要
である。

つまり、日本語論文より著名な
科学学会誌、ジャーナルに掲載
される英語論文が重要なカギと
なる。



日本において「利益相反」はなかったのか？

• 日本の放射能の被害を受けた市民社会の声は、果たして日本の科学者の
書く英語論文に反映されているのだろうか？

• 委員会に招かれた3人の研究者（2021年11月16日に研究発表）

• 柿沼志津子氏 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 放射線医学研究
所 放射線影響研究部 部長

• 今岡達彦氏 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 量子生命・医学部門
放射線医学研究所 放射線影響研究部 修飾要因・幹細胞研究グループ
グループリーダー

• 島田義也氏 （公財）環境科学技術研究所 理事長

発表の目的：日本の低線量被ばく研究の概要報告

https://research-er.jp/institutions/4773
https://researchmap.jp/researchers?institution_code=A091*
https://researchmap.jp/read0003642/research_experience/23203458


発表で低線量被ばく研究における非専門家とのコミュニケーションの例として紹介
されたもの



これらは本当に市民の、国民の声を代表してい
ると言えるだろうか？









これらの記述がそのまま事実だと受け止める
ことは正当性があるのだろうか？

(p. 33) 2.1.4 Nuclear Power Operations
原子力発電事業について
福島県は、18歳以下の子どもを対象に甲状腺超音波検査を実施した。
この検査により、受けた線量が比較的低いことでは説明できない甲状腺がんが、
検診を受けた子どもたちの間で予想外に多く発生していることが判明した（NASEM, 2019b）。
この検診結果は、放射線の健康影響に対する国民の不安を引き起こし、科学界や医学界の中で、
甲状腺検診後の過剰診断に対する懸念を引き起こした (IARC, 2018; NASEM, 2019b)。

(p 36-37) "村上ら（2015）は、福島事故後の老人ホーム入居者や介護するスタッフの間で、
避難によるリスクと滞在による放射線被曝のリスクを、損失余命という指標を用いて比較した。
彼らは、十分な準備なしに迅速に避難した場合の死亡リスクは、震災後3カ月間老人ホームに滞在した場合の
放射線被曝の約400倍であることを示し、避難計画は放射線関連リスクとのトレードオフのバランスをとる
必要があると結論付けた」（Murakami et al. 2015年）。

シノドス https://synodos.jp/fukushima-report/22635/ 村上道夫氏 「リスクと価値－福島での経験から」2019

https://synodos.jp/fukushima-report/22635/


「正しい科学」のつくりかた仮説

東電は早く汚染水を流してしまいたい（下心）。
↓

どんなに危険なものでも薄めて流せば基準値以下になる。
↓

そのためには低線量被ばくは健康に影響ないという論文が必要。
↓

日本語ではなく英文学会誌にそういう趣旨の論文を日本人学者たちが執筆投稿
↓

ここに虚飾や誇張や間違い、市民の意見を無視するような過小評価が含まれる記述はされていないか？
↓検証なし

NASやUNSCEARで日本発の知見として紹介され、引用され、
↓

「正しい科学」完成！
↓

日本政府や福島県が、「最新の科学的知見では」とか「国際的なスタンダードに照らし合わせて」
とか印籠を振りかざすように、元首相や市民の証言を科学的根拠がないと否定する元ネタになる

↓
裁判所の判決もそれに左右される


